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4. 現況の評価 
1) 評価項目と評価方法 

表 4.1 に評価項目と評価方法を整理する。 

 

表 4.1 評価項目と評価方法 

 

評価方法

耐震評価
建設年、簡易耐震診断結果、詳細耐震診断結果、過去の地震による
被害事例などを参考に、レベル２相当の地震動に対し被害を受ける
可能性について評価

劣化評価 主に目視調査結果より、劣化状況を評価

重要度評価 給水影響、社会的影響の視点から重要度を評価

機能診断
耐用年数評価、機能的評価、社会的評価、物理的評価、経済的評価
を総合的に判断して評価

重要度評価 給水影響、社会的影響の視点から重要度を評価

機能診断
事故危険度評価、管路漏水評価、水理機能評価、耐震性評価、水質
劣化評価を総合的に判断して評価

地震による管路の被害予測 地震による管路被害予測式により、管路の被害件数と被害率を算出

漏水発生傾向の分析
漏水修繕履歴データと漏水調査結果から多治見市における漏水発生
の傾向を分析

重要度評価 給水影響、社会的影響、漏水影響の視点から重要度を評価

配水池容量の評価
各配水池における時間変動調整容量、非常時対応容量、消火用水量
を算定し、各配水池の適正容量を評価

現況管網の評価 有効水頭を算出し、所要の水圧になっているかを評価

評価項目

構
造
物

設
備

管
路

水
道
シ
ス
テ
ム



 

14 

 

2) 評価結果と対応方針 

 表 4.1 の評価を行った結果から、今後、特に重点的に取り組むべき課題を以下に示す。 

 

施設の老朽化対策 

 「旭ヶ丘第 1 配水池」「高根配水池」「元町配水池」は重要度が高い施設でありながら、劣

化が進んでいるため、施設の更新または劣化診断を踏まえた補強が必要となる。 

 

施設の耐震化対策 

 「旭ヶ丘第 2 配水池」「笠原高区配水池」「滝呂第 2 配水池」「市之倉第 1 配水池」「市之

倉送水ポンプ井」は重要度が高い施設でありながら、L2 未対応であり、耐震性が確保さ

れているか分からないため、まずは、詳細な耐震診断が必要となる。耐震診断の結果、

NG となった場合は、耐震補強が必要となる。 

 

設備の老朽化対策 

 機能診断結果から早急に更新の必要があると判断された設備は少なかったが、耐用年数を

超過した設備は多くある。さらに、計画的更新を要すると判断された設備は多くあること

から、本計画期間においては、評価の結果から更新優先度を設定し、施設の重要度も踏ま

えたうえで、効率的・効果的な更新を行っていく必要がある。 

 

重要給水管路の耐震化対策 

 設定した重要給水管路（約 100km）の耐震適合管率は 49％であり、現在の耐震化状況で

地震が発生した場合、117 件の被害の発生が想定される。このような甚大な被害を抑制す

るために早期に耐震適合管率 100％を達成すること、さらに重要度の高い管路から順に耐

震化を進めることが必要となる。 

 

管路の老朽化対策 

 近年は漏水事故件数が増加傾向である。また、機能診断結果から早急に更新の必要がある

と判断された管路は現状で約 264km（全体の約 35％）あり、今後も増加する見込みであ

る。短期間で解消可能な課題ではないが、本計画期間においては、評価の結果から更新優

先度を設定し、効率的・効果的な更新を行っていく必要がある。 
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5. 基本計画の策定 
ここまでに挙げた現況の課題を解決するための方策として、多治見市水道事業基本計画で

は、「施設整備計画」「管路更新計画」「設備更新計画」を立案する。 

 
 

 

また、各計画の下位では、以下の事業を展開する。 

 

水需要予測
施設の耐震

・劣化評価

管網解析
受水バランスの

評価

配水池容量の

評価

設備の機能診断

管路の機能診断

管路の地震による

被害予測

管路の漏水分析

管路更新計画設備更新計画

施設整備計画

現状評価
分析

整　合

設備更新計画
に関わる現状評価

管路更新計画
に関わる現状評価

水運用・施設整備計画
に関わる現状評価

施設の統廃合・施設更新

給水区域の再編

老朽管の更新

重要給水管路の耐震化

機械・電気設備の更新

方針の反映

施設整備計画

設備更新計画

管路更新計画
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5.1. 施設整備計画 
1) 施設の統廃合 

旭ヶ丘第 1 配水池と高根配水池は、重要度が高い施設でありながら劣化が進んでいるため、

直近で更新が必要な施設である。一方で、高根配水池は「現在の位置が土砂災害特別警戒区域

と近接した場所であり、同じ場所での更新はリスク管理の視点から望ましくないこと（搬入ス

ペースなども狭く、施工性の難易度も高い）」「同じ高さでの用地を周辺で確保できないこと」

などの理由から単独で更新を行うことが難しい。 

そこで、旭ヶ丘配水池と高根配水池の統廃合の検討（旭ヶ丘第 1 配水池の更新後の容量検

討、給水区域の再編検討）を行った結果、統廃合可能と判断し、図 5.1 に示す STEP① 

STEP③の整備を行う。 

 

 
図 5.1 整備計画（施設の統廃合と給水区域再編） 

  

北小木送水ポンプ場

北小木配水池
旭ヶ丘第２配水池

高根配水地

旭ヶ丘第1配水池

小名田北配水場

小名田調整配水池

小名田西配水池

小名田東配水池

高田配水池

高田送水ポンプ場

給水区域の切替
（高根→旭ヶ丘）

廃止

更新（増量）

虎渓山配水池

STEP①

STEP②

STEP③
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2) 水道施設の耐震化 

施設の耐震化計画をとりまとめる。継続的に使用する施設のうち、L2 未対応でありながら耐

震診断が実施されていない施設は、まず耐震診断を実施し、必要に応じて補強を行うものとす

る。 

 
図 5.2 施設の耐震化実施までの流れ 

 

表 5.1 水道施設の耐震化計画 

 

簡易耐震診断
（建設年より判断）

START

問題なし

L2未対応

継続して使用

（老朽化に伴い更新）

耐震補強

（もしくは、更新）

耐震詳細診断
OK

NG

建設年より 詳細診断

旭ヶ丘第2配水池

元町配水池

滝呂第2配水池

市之倉送水ポンプ井

市之倉第1配水池

笠原高区配水池

笠原低区第1配水池
診断結果を踏まえて、笠原配水区全体の水運用と施設の在り方を検討

種別

必要L2未対応

L2未対応 必要

耐震補強実施
（耐震補強工事中、市之倉第2配水池のみで運用）

L2未対応 必要

必要
耐震補強実施
（耐震補強工事中、1槽のみで運用）

L2未対応

必要
耐震補強実施
（耐震補強工事中、滝呂第1配水池の運用再開させて運用、もしくは県受水池か
らの直接配水に切替）

L2未対応

必要
耐震補強実施
（耐震補強工事中、流入管の水位調整弁を減圧機能付に改造し、県受水池から
の直接配水に切替）

L2未対応

必要
耐震補強実施
（耐震補強工事中、旭ヶ丘第1配水池のみで運用）

L2未対応

診断結果がNGの場合の対応方針
（詳細は耐震診断結果を踏まえて、検討）

耐震診断
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5.2. 設備更新計画 
設備の更新については、機能診断結果をもとに、施設整備計画や施設の重要度評価の結果な

どを考慮して計画を策定する。 

機械設備と電気設備で同時に更新が必要となる設備については整合を図る（優先度が高い設

備の年度にあわせて同時に更新する）。投資額の制限上、更新優先度が同じ設備の更新を同年度

に実施できない場合は、図 5.3 に示すとおり施設の重要度評価結果に基づいて、先送りする設

備を選定する。 

また、施設整備計画で廃止対象となる施設や現在休止中の施設における設備は更新対象外と

する。流量計、圧力計については、事後保全とし、更新計画の対象外とする。 

 

 
図 5.3 重要度に応じた平準化のイメージ 
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5.3. 管路更新計画 
多治見市水道事業の全管路延長は約 746km あり、これらの管路の更新は短期間で完了する

ものではなく、膨大な期間と費用が必要となることは明らかである。 

管路更新の目的として、漏水事故発生防止（老朽管の更新）と震災時の管路被害の軽減（管

路の耐震化）がある。 

これらは、水供給システムを長期的・安定的に維持するために重要なことであり、どちらか

一方の視点からではなく、両方の視点での管路更新を進めていくことが必要となる。 

よって、震災時に被害発生を抑制するべき管路（重要度の高い管路）を耐震化する「重要管

路更新（耐震化）計画」とそれ以外の管路を老朽化に伴って更新する「老朽管更新計画」に分

類し、効率的な管路の更新・耐震化計画を策定する。なお、多治見市において策定済みの大規

模団地管路更新計画については、「老朽管更新計画」の一部として計画どおり実施する。 

 

1) 重要給水管路の更新（耐震化） 

震災時の管路被害の軽減の観点から重要度の高い管路から順に耐震化を行う。 

【重要給水管路の重要度設定方法】 

 給水先の重要給水施設における重要度点数の合計点を管路に与える。 

 与えられた重要度点数の合計点が高い管路ほど、更新優先度が高い管路とする。 

 

 
 

図 5.4 重要度設定のイメージ 
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2) 老朽管の更新 

老朽管の更新は、工事の効率性等を考慮し、面的な更新を基本とする。そこで、老朽管更新

の優先度は管路ごとではなく、エリアごとで更新優先度を設定する。 

更新優先エリアの選定手順を図 5.5 に示す。 

 

 
図 5.5 老朽管更新エリアの選定手順 

 

 

 

  

評価①

 総合物理的評価点数 25点以下の管路が布設されているエリア
→総合物理的評価結果から判断
（管機能の視点）

評価②

 過去に漏水があったエリア
→漏水修繕履歴データ及び漏水調査結果から判断
（漏水事故発生確率の視点）

評価③

 管路が密集しているエリア
→町丁別面積及び管路延長から判断
（工事効率化の視点）

評価④

 給水メーター数が多いエリア
→町丁別管路延長及び給水メーター数から判断
（事故発生時の影響の視点）
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6. 年次計画の策定 
本計画において事業を推進するためのロードマップ、年度別事業費を以下に示す。 

 

表 6.1 多治見市水道事業基本計画のロードマップ 

 

旭
ヶ
丘
第1

配
水
池

名称
各年度の事業内容

R6

高
根
配
水
池

R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15

新・旭ヶ丘第1
配水池新設工事

詳
細
設
計

基
本
設
計

施
設
の
統
廃
合
事
業

施
設
の
耐
震
化
事
業

耐
震
診
断

撤
去
設
計

撤
去
工
事

撤
去
設
計

撤
去
工
事

旭
ヶ
丘
第2

配
水
池
・

元
町
配
水
池

耐
震
補
強

補強設計・補強工事中の水運用検討

水運用切替・補強工事

NG

笠
原
高
区
・

笠
原
低
区
第1

配
水
池

NG

滝
呂
第2

配
水
池

NG

市
之
倉
第1

配
水
池
・

市
之
倉
ポ
ン
プ
井

NG

管
路
更
新
事
業

既
存
管
路

更
新
工
事

設
備
更
新
事
業

既
存
設
備

更
新
工
事

設備の状態を監視しつつ
修繕または更新を見極め

推進・水管橋など、
工事難所区間においては基本設計も必要

老朽管更新事業

重要給水管路更新（耐震化）事業

元町配水池は
劣化診断も
あわせて実施
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表 6.2 年次計画① 
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表 6.3 年次計画② 
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表 6.4 年次計画③ 
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7. 財政収支の見通し 
年次計画に基づいて財政収支の見通しを行い、整備事業が財政面に与える影響を検討する。 

料金改定時期の条件を第 1 回目 R8 年度、第 2 回目 R18 年度（第 1 回目の改定から 10

年後）として、表 7.1 の 3 ケースでシミュレーションを行った。 

 

表 7.1 財政シミュレーションにおける検討ケース 

検討ケース 企業債 料金改定 内部留保資金の推移 

ケース① 

バランス 

事業費の 25％ 

(20 年後の企業債未償還

残高 約 50 億円） 

R8 年度 15％UP 

R18 年度 15％UP 

R7 年度に 10 億円を下回

り、R17 年度に約 6 億円

まで減少する 

ケース② 

企業債重視 

事業費の 30％ 

(20 年後の企業債未償

還残高 約 60 億円） 

R8 年度 15％UP 

R18 年度 10％UP 

常に 10 億円以上を確保

できる 

ケース③ 

料金改定重視 

事業費の 20％ 

(20 年後の企業債未償還

残高 約 40 億円） 

R8 年度 20％UP 

R18 年度 10％UP 

R7 年度に約 7 億円まで

減少する 

 

シミュレーション結果から、策定した年次計画に基づいて着実に事業を推進するための財源

確保の方策として、ケース①を基本とし、以下のとおり方針を定める。 

 企業債による世代間負担の均衡化を図りつつ、自己資金による既存資産の更新、耐震化

を実施するための適正な料金水準を設定する。 

 R8 年度に 15％の料金値上げを目指すとともに、現状の水使用の実態にあった料

金体系の見直しの検討もあわせて行う。 

 企業債の比率を高めることは、現在と将来の世代での負担を均衡化することにあ

り、将来の世代にも効果を与えることになる「施設整備計画」「設備更新計画」「管

路更新計画」への企業債の充当は妥当と言える。 

 国庫補助事業の採択を最優先に事業を進める。 

 重要給水管路の更新（耐震化）事業に対しては、現状の補助メニューで適用可能で

あることから、国庫補助金を受けることによって料金の改定（値上げ）を最小限に

抑える。 
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8. 計画の推進に向けて 
基本計画に基づいて事業を進めるうえでの全般的な課題・留意点を以下に整理する。 

 

 施設の統廃合 

 本計画では旭ヶ丘配水池と高根配水池の統廃合の概略検討を行ったが、より詳細な条件

下での基本設計が必要となる。具体的な検討内容として、旭ヶ丘第 1 配水池更新にあたっ

ての詳細な施工ステップの検討と図面作成の他に、旭ヶ丘第 1 配水池・第 2 配水池の運用

方法（流入、流出制御方法など）の検討、高根給水区域の切替検討（配水管の洗管計画）

などがある。 

 施設の耐震化 

 本計画で L2 未対応でありながら耐震診断が実施されていない施設について、耐震診断

を実施することとした。耐震診断を行った結果、NG の判定となった場合、耐震補強設

計・工事が必要となるため、適宜施設整備計画に見直しが必要となる。また、耐震補強工

事中の詳細な運用検討を行い、工事期間中の安定給水を確保したうえで、耐震補強工事に

着手する。 

 管路更新 

 本計画での更新対象管路は配水池付近の大口径管路の更新も対象となっているため、布

設替えルート・更新方法の検討が必要である。 

 料金改定時期及び改定率の検討 

 本計画では、必要な施設整備を行うために、R8 年度、R18 年度に 15％UP の料金改定

と事業費の 25％の企業債借入により財源の確保を行う方針としたが、財源確保の詳細な

計画については、経営戦略により検討する必要がある。また、これら財源確保の方針につ

いては、審議会などにより検討審議していくことや、その検討結果を需要者へ説明してい

く必要がある。 

 計画の定期的な見直し 

 本計画では、現在の多治見市水道事業全体を対象に長期的な視点で基本計画を策定し、

今後の事業の方針を定めた。今後は、本計画に基づいて事業を推進することになるが、そ

れに合わせて、事業を取り巻く環境も変化していくことが予想される。環境の変化として

は、関連事業の計画見直し、新技術の開発、国庫補助制度の変更、需要者の要求の変化な

どが考えられ、水道事業者としては、これらに合わせた柔軟な対応が求められている。そ

のため、本計画策定後も、事業を取り巻く環境の変化を敏感にとらえ、日常の維持管理の

関する情報の蓄積にも努めつつ、計画を定期的に見直す必要がある。 


